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研究成果の概要（和文）： 

本研究では、現代社会に必要な新たな学力のモデルとして「生涯学力」の概念について検討
し、それを「狭義の学校学力とは異なり（その一部は含まれるが）、生涯にわたって自己もしく
は地域の学習課題に取り組んでいく意欲および自己学習に向かう力」と定義した。イギリス、
オーストラリア、ロシア、カナダ、中国、日本の６か国における学力政策や学力づくりへの取
り組みの実態を調査し、比較検討した結果、生涯学力形成の規定要因として、(1) 子どもの社
会的実践力、(2) 教師の実践力、(3) 家庭（保護者）の実践力、(4) 地域（の人びと）の実践
力といった要件を抽出した。それを踏まえ、日本の学力向上施策に影響を及ぼす社会構造的要
因を特定し、「生涯学力」の観点から考察することで学力問題に関する新たな研究課題を明らか
にした。 
 
研究成果の概要（英文）： 
 Today, problems surrounding academic achievement are among the main concerns about 
education in many countries, including Japan. These concerns can be attributed to the 
concept of academic achievement being influenced by transitions in the industrial structure 
of society and to the fact that a turning point is approaching; namely, tremendous changes 
are occurring in the abilities and skills required of members of modern society. Koji Maeda 
of our research group defines “lifelong learning abilities” as the willingness to engage in the 
study of personal and community topics and the ability to engage in personal learning 
throughout life, as opposed to academic learning at school in a narrow sense (although 
academic learning is encompassed within this definition). In other words, the act of 
learning should (1) continue throughout life, and (2) be closely related to the learner, as 
well as to the learner’s living sphere and daily activities. Under this definition, we consider 
issues relating to learning abilities in a broader social context and investigate the dynamics 
of these issues for Australia, Canada, China, England, Russia and Japan. 
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１．研究開始当初の背景 
 2000年および2003年のPISA調査(OECD
生徒の学習到達度調査)で日本の子どもの学
力や学習意欲の低下が指摘されると、「生き
る力」の知的側面である「確かな学力」の向
上のために積極的な取り組みが促されるよ
うになった。学力をめぐる論議が盛んに行わ
れるなか、本研究においては学力を「生涯学
力」形成の観点から捉えることで「学校学力」
論議では捉えきれない問題系を明らかにす
ることを試みた。学校教育における学力もま
た生涯学力の一部を成すものであり、生涯学
力形成に向けた広がりを持つような学校教
育の実践の可能性も視野に入れることをめ
ざした。 
 
２．研究の目的 
本研究では、学力を「生涯学力」として捉

え、「生涯学力」を「狭義の学校学力とは異
なり（その一部は含まれるが）、生涯にわた
って自己もしくは地域の学習課題に取り組
んでいく意欲および自己学習に向かう力」と
定義する。学力をこのように定義することで、
学力問題をより広い社会的文脈に据えて分
析し、その問題構造を明らかにすることが期
待できるからである。そのうえで、本研究は、
まず日本の学力向上政策に及ぼす社会構造
的要因を特定し、そのインパクトを検証する。
次に、諸外国のそれと比較検討することで日
本の実態を相対化し、転換期を迎えている日
本の学力政策を批判的・総合的に考察する。
具体的には、イギリス、オーストラリア、カ
ナダ、ロシア、中国、日本を調査対象国とし、
各国の学力政策や学力づくりへの取り組み
の実態を調査し、比較検討を行う。その分析
により、「学校学力」論議だけでは捉えきれ
ない問題系を明らかにし、各国の社会構造的
要因が学力向上プロジェクトに与えるイン
パクトを検証する。 

 
３．研究の方法 
(1) 研究代表者および研究分担者を調査対象
地域ごとに４つのグループ（アジア、オセア
ニア、北米、ヨーロッパ）に分け、各国別の
比較分析に加えて地域ごとの特徴を捉える。 
(2) 比較調査は次の手順と方法で進める。 
①各国の学力問題の実態に関するデータの
収集 
②収集したデータを整理・分類。学力問題を
規定する諸要因の特定と、それが教育事実・
現象全体に与えるインパクトの分析 
③各国間の比較分析を可能にするフレーム
ワークの抽出と仮説の定立 
④比較分析のための各国のデータの調整 
⑤仮説の検証 
 

４．研究成果 
本研究では、現代社会に必要な新たな学力
のモデルとして「生涯学力」の概念を提起し
た。前田耕司によれば「生涯学力」とは「狭
義の学校学力とは異なり（その一部は含まれ
るが）、生涯にわたって自己もしくは地域の
学習課題に取り組んでいく意欲および自己
学習に向かう力」と定義される。さらに前田
は生涯学力の形成には、教育から学習への主
体の転換および生活と学習の融合が必要だ
としている。つまり、学習が、①学習者自身
およびその生活圏という当事者にとってき
わめて身近な生活世界と密接な関係を保持
しながら、②学習者の主体的な学びによって
生涯にわたり継続されることが肝要となる。
「生涯学力」は、その形成が一個人の学習成
果という側面だけでは捉えきれないディメ
ンションを有するところに一つの特色があ
る。それは生涯にわたる諸活動において様々
な経験を積み重ねながら、そのプロセスにお
いて形成されるべき力であり、個人が社会的
に自立していくためには欠かせない要件の
一つである。しかもそれは生涯にわたって維
持・継続される漸進的な推進力を内包するメ
カニズムを必要とする。このような考えから、
①子どもの社会的実践力、②教師の実践力、
③家庭（保護者）の実践力、④地域（の人び
と）の実践力、などから構成される実践力を
生涯学力形成の規定要因と捉え、６か国の文
脈において調査することを計画した。日本以
外の５か国はイギリス、オーストラリア、ロ
シア、カナダ、中国である。これらの国はい
ずれもいわゆる多文化・多民族国家であり、
様々な社会的格差問題を内包しているが、こ
の「格差」というファクターも学力をめぐる
問題を構造的に把握するうえで欠かせない
視角になり得ることも念頭に置いた。イギリ
スでいえば、1997 年以降、労働党政権下で
基礎学力向上のための施策が積極的に展開
されてきた。それは一定の成果を上げたとい
われるが、イギリス社会の構造的格差問題と
かかわって、まだ多くの課題を残している。 

以上のような問題意識から、いわゆるグロ
ーバル化に伴う学力構造の普遍性と、国・地
域という当該の文脈に固有の特殊性を整理
しながら、「生涯学力」概念についての検討
を試みた。 
 
(1) 「生涯学力」概念の提起 
 研究分担者の前田は、自らが関わった墨田
区教育委員会による開発的学力向上プロジ
ェクトおよび所属大学のカリキュラム改革
の実態から、今日の子ども・若者の学習形態
と学力の関係を分析し、学びの根底における
実体験の不足という要因を抽出した。これを
踏まえ、オーストラリアのニューサウスウェ



ールズ州立ジェームズ・ルース農業中等教育
学校（James Ruse Agricultural High 
School）を訪問して調査を行い、同校でのリ
ーダーシップ・プログラムに注目し、それが 
単に自己の主体形成に関わる能力を培うの
みならず、自己肯定感の向上も視野に入れな
がら共同学習・相互学習などの学び合いや対
人関係スキルの形成にもつながる学習とし
て捉えられており、生涯学力形成のための学
習モデルとなり得ることを指摘した。 
 
(2) イギリスの学力向上施策と生涯学力 
 学力低下問題が深刻化したイギリスでは、
1997 年以降、労働党政権下で基礎学力向上
のための施策が展開され、教員の質的向上策
も講じられてきた。それらは一定の成果を上
げたとされているが、行き詰まりを見せても
いる 。イギリスの現実は、学力向上システ
ムを伝統的な学校教育観に基づく教育制度
の文脈で構築するだけでは、教育水準が向上
するシステムづくりにはならないことを示
しているのではないか。このような観点から、
佐藤はイギリスの学校における「拡張サービ
ス（extended service）」の取り組みを分析し
た。拡張サービスが従来の学校参加や学校開
放と異なるのは、学校外の関係者が、学校に
「一時的に関わる」あるいは「一時的に参加
する」のにとどまらず、「学校の一部」とし
てそのシステム上に主体的に位置づけられ
る点にある。つまり拡張サービスは学校教育
と連動しながら、それを下支えする必須要件
の一つとして捉えられている。拡張サービス
が、従来の伝統的な学校観による学校機能の
単純な拡張・拡大ではなく、従来型の学校を
その核として包摂しながら他の教育・福祉機
能を併せ持つ新たな教育システムの構築と
して捉えられている点を指摘し、その背景に
存在する学力観の転換との関係を分析した。
つまり、拡張サービスを中核とする学校づく
りは、現代の社会的要請に適合するように学
校観を問い直して新たな教育システムを構
築しようとする試みである。「生涯学力」の
観点からいえば、そこでの教育と学習が、①
学習者自身の生活圏という身近な生活世界
との関係を保持・深化させながら行われると
いう意味で、イギリスの新しい学校づくりは
生涯学力形成の礎を学習者の生活世界にお
いて築き直す可能性を秘めており、またその
ことによって、②学習を生涯にわたって継続
するための道筋を学習者本人が描くのを助
けることにもつながることを指摘した。 
 
(3) ロシアの学力構想と生涯学力 
 岩﨑は、生涯学力の観点からロシアの学力
構想を評価し、知識･技能の習得と、学ぶ意
欲・学ぶ力の形成との関係をカリキュラム改
革の事例から探った。「システム・活動アプ

ローチ」を基礎とする「普遍的学習行為」概
念を分析し、「普遍的学習行為」と「知識･技
能･習熟」の「システム･活動アプローチ」に
おける統合という、そのシステマティックな
構造を分析した。さらにそれが教科の学習に
おいて具体的にどのように形成されるのか
について「自己学習に向かう力」との関係で
考察した。「生涯学力」の視点からロシアの
学力構想を評価すれば、それがきわめてシス
テマティックに構想されている点で「刺激
的」である。「普遍的学習行為」（学ぶ能力）
の育成と「知識･技能･習熟」の育成がシステ
ム･活動アプローチの中で統合されており、
「個人･人格に係わる普遍的学習行為」の習
得は、生涯にわたって学習課題に取り組む意
欲の形成に連なるものであり、「調整的普遍
的学習行為」や「認識的普遍的学習行為」は、
前田の指摘する「自己学習に向かう力」の育
成と関係することを明らかにした。 
 
(4) 日本の学力向上施策と生涯学力 
 大迫は、秋田県と福井県の教育委員会によ
る学力向上施策を事例とし、日本における学
力向上施策の特徴を生涯学力との関係にお
いて捉えた。地域全体の教育力向上をめざす
福井県の福井型コミュニティースクール事
業には、生涯学力形成の規定要因の一つであ
る地域の実践力が見出せる。また、文献から
の知識や学力だけでなく、子どもが自身の生
活を通して自らの「ふるさと」を「感動を通
して見る」という秋田県の「ふるさと教育」
では、子どもの実践力をベースとした自己肯
定感や自己学習力形成の可能性が看て取れ
た。基礎学力がどのような社会的基盤のうえ
に維持され得るのか、その手がかりを見出し
た。 
 
(5) 中国の学力政策と学力観 
 金塚は、中国の新しい学力観がどのような
生活環境を基盤として受け入れられ、支持さ
れるのかについて、中国広州市で実施した質
問紙調査の結果をもとに「素質教育」に注目
して分析した。素質教育に関わる学力観調査
から子どもの家庭および学校における人間
関係（家族・教師関係）と、子ども自身の生
涯学力観の関連性を探った。そのうえで子ど
もと家族・教師との連帯や信頼関係が生涯学
力形成に及ぼすインパクトを分析した。その
結果、家族・教師との連帯や信頼関係は生涯
学力における子どもの学力観に影響してお
り、それゆえにそうした学力形成の意味が子
どもの心に内面化される傾向が高いことが
わかった。さらに生涯学力形成を踏まえた子
どもの教育環境においては、教師と家族とい
う基礎的な人間関係の充実が重要であるこ
とを改めて確認した。 
 



(6) カナダの学力観と「社会的成功」 
 児玉は、カナダにおける学力に関する議論
や主要な教育施策・実践を幅広く捉えたうえ
で、社会参画に向けた活用力、つまり「社会
的成功」のための学力という観点から、カナ
ダにおける生涯学力形成要因の抽出を試み
た。「多様性国家」として内に多様性を抱え
ながらも、PISA 調査で常に好成績を収め、
注目を集めるカナダの教育には固有の社会
的背景がある。それを探るとともに移民国家
ゆえの新たな課題を指摘した。PISA で好成
績をあげたカナダでは PISA 型の学力観と共
通した学力観に基づいた教育政策づくりや
実践が行われてきた。地域社会との連携・協
力や学校卒業後のキャリア形成を見通した
指導を取り入れたアルバータの高校修了率
向上の取り組みなどは生涯学力概念に通底
する理念を内包していることを明らかにし
た。 
 
※以上は、本研究の成果の一部を発表した前
田耕司・佐藤千津編『学校学力から生涯学力
へ―変化の時代を生きる―』（学文社、2011
年）に掲載した各研究代表者・研究分担者の
論考（第 1、3、5～8 章）および日本国際教
育学会創立 20周年記念年報編集委員会編『国
際教育学の展開と多文化共生』（学文社、2010
年）（98～138 ページ）をもとに作成した。 
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